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平成２５年２月１３日 
各 位 

会 社 名 三 菱 電 機 株 式 会 社 
代表者名 執行役社長 山西 健一郎 
（コード番号 6503 東証第一部） 
問合せ先 広報部長  諸岡 暢志 
（TEL 03－3218－2332） 

 
 

防衛事業における費用の過大請求に関する返納金等について 
 
 
当社は、電子システム事業本部の防衛事業における費用の過大請求について、防衛省から返還

請求を受け、本日、国庫に４９５億１１９１万６１円を納付いたしましたのでお知らせします。 
防衛省から当社への指名停止措置は平成２５年２月１３日までとなりました。 
 
また、当社の連結子会社３社（三菱プレシジョン株式会社、三菱電機特機システム株式会社、

三菱スペース・ソフトウエア株式会社）も、防衛省から費用の過大請求に関わる返還請求を受け、

本日、国庫に連結子会社３社で合計１０７億６８３１万２８６９円を納付いたしました。 
 
これらの防衛事業に関わる返納金の総額６０２億８０２２万２９３０円と、平成２５年１月１８

日に「宇宙事業における費用の過大請求に関する返納金等について」で公表した宇宙事業に関わ

る返納金１５４億３６５７万１７２０円との合計７５７億１６７９万４６５０円は、平成２５年

２月４日に公表した平成２４年度第３四半期の連結決算において営業外費用に計上済です。 
 
なお、持分法適用関連会社（出資比率２５％）の太洋無線株式会社も、防衛省から費用の過大

請求に関わる返還請求を受け、本日、国庫に納付しております。 
 
連結子会社３社及び持分法適用関連会社の概要と各社の返納額等は別表のとおりです。 
 
平成２５年３月期の連結業績への影響は、平成２４年１２月２１日に公表した「通期業績予想の

修正に関するお知らせ」に織り込み済みであり、連結業績予想の新たな修正はありません。 
 
皆さまに多大なご迷惑をおかけしたことを、あらためて深くお詫び申し上げます。 
このような問題を二度と起こさぬよう倫理・遵法を徹底し、信頼回復に努めてまいります。 
 

以 上 
 
 

（参考）当期連結業績予想（平成２４年１２月２１日公表）及び前期連結実績 
 

売上高 営業利益 
税 引 前 
当期純利益 

当社株主に帰属

する当期純利益

当期連結業績予想 
（平成 25 年 3 月期）

百万円 
3,520,000 

百万円 
150,000 

百万円 
40,000 

百万円 
50,000 

前期連結実績 
（平成 24 年 3 月期）

百万円 
3,639,468 

百万円 
225,444 

百万円 
224,080 

百万円 
112,063 
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（参考）費用の過大請求に関わる関係会社の概要、各社の返納額、指名停止措置 
名称 三菱 

プレシジョン 
株式会社 

三菱電機 
特機システム 
株式会社 

三菱スペース・ 
ソフトウエア 
株式会社 

太洋無線 
株式会社 

区分 連結子会社 連結子会社 連結子会社 持分法適用 
関連会社 

所在地 東京都江東区 
有明 3 丁目 

5 番 7 号 

東京都品川区 
大崎 1 丁目 
15 番 9 号 

東京都港区 
浜松町 2 丁目 

4 番 1 号 

東京都大田区 
東糀谷 2 丁目 

11 番 18 号 
代表者の 
役職・氏名 

代表取締役 
鳥海 善裕 

取締役社長 
若松 忠正 

取締役社長 
岡崎 健也 

取締役社長 
三神 泉 

事業内容 シミュレータ製

品、電子精密機

器、電子応用機器

等の製造・販売 

レーダー応用機

器・電子応用機

器・光学機器の製

造・修理・販売 

宇宙・航空システ

ム、防衛システ

ム、バイオインフ

ォマティクス、情

報通信システム、

防災・環境システ

ム、ＳＩ、ＡＳ

Ｐ・製品等の研究

開発、設計・製

造・販売及び各種

サービスの提供 

無線・有線電気通

信機器、無線応用

機器、電子応用機

器、自動機器等の

製造・販売 

資本金 3,167 百万円 600 百万円 500 百万円 120 百万円 
議決権比 
（2011年度末） 

66.38％ 100.0％ 86.0％ 25.0％ 

売上高 
（2011 年度） 

18,339 百万円 27,698 百万円 16,312 百万円 3,186 百万円 

返納額 1,926,586,383 円 7,254,885,602 円 1,586,840,884 円 2,968,519,285 円

指名停止措置 平成 25 年 
2 月 13 日まで 

平成 25 年 
2 月 13 日まで 

平成 25 年 
2 月 13 日まで 

平成 25 年 
2 月 13 日まで 

 


